
 

 

「みやぎ企業立地奨励金」の見直しについての協議を求める件 

 

宮城県は、このたび「みやぎ企業立地奨励金」の見直しを行い、仙台市内への工場

等の立地に対する支援を縮減する方針を示した。 

本制度は、法人事業税の超過課税である「みやぎ発展税」を財源として運用されて

いるが、その課税対象法人の約８割は仙台市内の事業者であることを踏まえれば、そ

のような中での仙台市内への工場等の立地に対する支援の縮減については、公平性の

観点からも、十分な説明と議論が必要である。 

また、本市は、東北大学をはじめとする学術研究機関や高度人材が集積する環境を

生かし、研究開発機能を有する企業の立地促進に取り組んできたところであり、今後

も持続的な産業集積と発展を目指す本市にとって、この縮減は民間投資を呼び込む上

での支障となり、ひいては県全体の産業振興に影響を及ぼすことも懸念される。 

県内各地域の自治体がそれぞれの特性や強みを発揮するとともに、本市に集積する

学術研究機能や研究開発機能を県内各地域の発展につなげることで、本市はもとより、

宮城県及び東北地方全体の持続的発展を図ることが必要である。 

よって、本市議会は、下記の事項を強く求める。 

 

記 

 

１ 市当局においては、みやぎ発展税の課税対象法人の多くが仙台市内の事業者であ

ることを踏まえ、納税者への適切な還元を図る観点から、今回の「みやぎ企業立地

奨励金」の見直しについて県と協議を行うこと。 

 

２ 県は、みやぎ発展税を財源とする「みやぎ企業立地奨励金」の在り方について、

本市経済への影響や県全体の産業振興への効果を十分考慮し、本市との間で丁寧な

協議を行うこと。 

 

以上、決議する。 

 

令和８年 10月８日 

 

仙 台 市 議 会 


